
　　　

　　　

区 分

区 分

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(２)職員給与費の状況（普通会計決算）

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

実 質 収 支 人 件 費歳 出 額住民基本台帳 人口

B

１　総括

平成18年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

26.1

職 員 数

A(平成19年度末)

千円 　　　　　千円 千円

　新城市は、平成１７年１０月１日に合併（旧新城市、旧鳳来町、旧作手村が対等合併）しているため、合併日より前の時点に
おけるデータはありません。
　空欄としている事項については、後日掲載予定です。
　他の地方公共団体の給与・定員管理の状況は、「地方公共団体給与情報等公表システム」をご覧ください。
　＜アドレス＞　http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/j-k_system/index.html

年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円人

19 24.6

計      B 給与費 B/A

一 人 当 た り

給 料 職 員 手 当 期末･勤勉手当A

(参考)

B／A

人 件 費 率

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数(平成２０年４月１日現在) 95.8

22,172,29251,728

給 与 費

一 人 当 た り 給 与 費

(参考)　類似団体平均

千円年度

658

人 千円

2,225,15119 445,451 921,829

新城市の給与・定員管理等について

　　　　　　％

900,834 5,449,116

(注)１
２

3,592,431

千円

5,460 6,637

　職員手当には退職手当を含みません。
　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数です。

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

１

２
３

(注)１
２

(H15)
99.4

(H15)
100.7

(H20)
98.3

(H20)
96.0

(H20)
95.8

90

95

100

105

新城市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

自家用自動車運転手281,900

愛 知 県

国

291,790

類 似 団 体

大　学　卒

区 分

うち自動車運転手

―技 能 労 務 職

4,517,304

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

425,538

315,095

408,391

320,623

304,626

―

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

―

新 城 市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

区 分

1.40

3,804,000

―

― ― ― ―

― ― ―

0.93

1.23

1.00

区 分
平 均 年 齢 平均給料月額 平 均 年 齢 A／B

38.7

53.9

参 考

平均給与月額

(B)

うち用務員

― ― ―

1.10303,600

278,700

52.3

51.3

廃棄物処理業従業員

調理士

用務員

43.6

260,514

257,500

53.4

47.7

新 城 市

うち清掃職員

うち学校給食員 53.2

対 応 す る 民 間
の 類 似 職 種

―

225,900

291,900

― ― ―

技能労務職
該当者なし

258,000

258,000

―

経 験 年 数 20 年

152,600 ―

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

一 般 行 政 職

(注)１
２

３

４

　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当込みの
ものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
 また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ
ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　民間における「平均年齢」及び「平均給与月額」は、賃金構造基本統計調査において公表されている平成１７年から平成１９
年の３ヶ年平均です。
　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年
度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

新 城 市

(2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

区 分

大 学 卒

140,100140,100

172,200

278,267 268,000

269,650

4,753,624 4,004,300 1.19

4,200,768

公 務 員 (C) C／D民 間 (D)

248,523

48.9

48.8

353,878

284,679

292,567

334,300

経 験 年 数 10 年

287,900

311,300

270,600 311,300

該当者なし

経 験 年 数 15 年

44.0

325,113

平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額平 均 年 齢

―

172,200

愛 知 県

172,200

4,225,100

国

1.10

1.26

3,227,400

参 考

―

5,315,512

― ―

年 収 ベ ー ス ( 試 算 値 ) の 比 較

140,100

54.0

民 間

372,809

432,807

387,506

363,713

267,226

288,233

386,49643.7

486,056

340,977

(国ベース)

399,749

高 校 卒

233,100高　校　卒

221,800

265,600
一般行政職

区　　　　分

高　校　卒

333,095 306,339

249,750

53.1 287,150 273,859

平 均 給 与 月 額

愛 知 県

国 41.1

類 似 団 体 335,660

(A) (国 ベー ス)

公 務 員

平均給与月額 平均給与月額

44.4 364,060

新 城 市

中　学　卒

2



人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

  

３　一般行政職の級別職員数等の状況

標 準 的 な 職 務 内 容

副部長・課長

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

22.7

構 成 比

18.2

30 8.3

主査

副課長

定型的な業務を行う職務

２　　級

82

６　　級

区　　分

14.653

41

職 員 数

74

５　　級

４　　級

３　　級 主任

２　昇給への勤務成績の反映

人事評価制度の導入までは特段の理由がない限り昇給区分に差を設けていません。

(注)１
２

　平成１８年度より９級制から７級制に変更しています。
　（旧給料表１級及び２級、４級及び５級をそれぞれ統合）
　特記事項１より５年前の構成比はありません。

(注)１

２

16

20.4

11.3

　新城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

部長 4.4

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として勤務成績の評定を実施しています。

％
高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

66 人

１　　級

７　　級

1級
8.3%

1級
9.2%

2級
18.2%

2級
16.6%

3級
22.7%

3級
22.9%

4級
20.4%

4級
21.2%

5級
11.3%

5級
11.1%

6級
14.6%

6級
15.2%

７級 4.4% ７級3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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( ( (

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

％ 人 ％

％ 人 ％

5,884 22,582

なし（退職時特別昇給

41.34

47.50

月分

59.28

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

月分

その他の加算措置

23.50

支給職員１人当たり平均支給年額(平成19年度決算)

定年前早期退職特例措置

2～20％加算

41.34 33.50

勤続３５年

国

評定結果に基づき成績率を決定し、支給している。

月分

自己都合

１　勤務成績の評定の実施状況

２　勤勉手当への勤務成績の反映

(注)

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分

月分

新 城 市

最高限度額 月分59.28

勤続３５年 月分

その他の加算措置

(1) 期末手当・勤勉手当

2～20％加算

勧奨・定年

(2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

地方公務員法第４０条に基づき、基準日（毎年６月１日、１２月１日）を評定日として勤務成績の評定を実施しています。

)月分   (

3.0

30.55

59.28

71,014 千円

支 給 対 象 地 域

13

支 給 対 象 職 員 数

23 13

国 の 制 度 ( 支 給 率 )

医　師

支 給 率

　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額です。

定年前早期退職特例措置

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

1.6

月分

４　職員の手当の状況

勤続２５年 月分

自己都合

月分

33.50

23.50

(支給率)　　　　　　　　　

勤続２０年

勧奨・定年

）

月分

月分

30.55

59.28 59.28

月分

(支給率) 　　　　　　　　

勤続２０年

勤続２５年

月分

月分

47.50

最高限度額 59.28

円

(3) 地域手当（平成２０年４月１日現在）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

111,307

(注)

支給実績(平成19年度決算)

―

(注) 　「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は平成１９年度における地域手当としての額です。

00上記以外

期末手当 勤勉手当

新 城 市

１人当たり平均支給額(平成１９年度)

千円

(平成１９年度支給割合)

1,532

 月分

)月分

 月分 1.50

0.75

愛 知 県

１人当たり平均支給額(平成１９年度)

2,071 千円

(平成１９年度支給割合)

期末手当 勤勉手当

1.50  月分

1.6 )月分   ( 0.75 )月分

 月分3.0

国

―

(平成１９年度支給割合)

期末手当 勤勉手当

1.6 )月分   ( 0.75 )月分

3.0  月分 1.50  月分

4



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

千円

千円

千円

千円

円

日額 710

救急救命法第2条第2項に規定する救急救命士の資
格を有する消防職員で、救急救命士法施行規則第
21条各号のいずれかに該当する救急救命措置に従
事したとき

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発
生のおそれのある現場で巡回監視等に従事したとき

１回 800

230

円１回 1,240

3,300

2,900

2,000

１回

日額

6,800

深夜に消防署に勤務したとき

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(三)の適用を受ける職員

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するた
め、作手診療所の転送電話を所持して待機をしたと
き

１回

１回 1,400

日額

１件

230

市民病院の診療収入の５％の範
囲内で市長の定める額

診療所の診療収入の５％の範囲
内で市長の定める額

日額

600

1,000

300

450

診療行為に従事したとき

1,000

1,700

日額

日額

日額

日額

250

診療行為に従事したとき

斎場における火葬作業又は霊柩車運送作業に従事
したとき

正規の勤務時間外に、臨宅用地買収交渉業務に従
事したとき

車両通行下における道路上で、道路等施設の保守
作業に従事したとき

坑内で指導監督等に従事したとき

有害薬品の取扱業務に従事したとき

正規の勤務時間外に漏水等に対処するため、待機
をしたとき

し尿の収集処理作業に従事したとき

ごみの収集作業に従事したとき

日額

日額

１回

日額

700

800

救急救命措置手当

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した消防職員

夜間消防業務手当 右記の業務に従事した消防職員

医療待機手当

病理検査手当
右記の業務に従事した臨床検査技師又は衛生検査
技師

夜間看護等手当

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(二)又は医療職給料表(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した作手診療所の医療職給料表
(二)又は医療職給料表(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(二)又は療職給料表(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表
(三)の適用を受ける職員

放射線取扱手当
右記の業務に従事した診療放射線技師又は診療
エックス線技師

診療手当

右記の業務に従事した市民病院の医師及び歯科医
師

右記の業務に従事した作手診療所の医師

施設維持待機手当 右記の業務に従事した職員

有害薬品取扱手当 右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

主 な 支 給 対 象 業 務

市税の課税資料に関する現場調査に従事したとき

滞納処分による臨宅差押、差押物件の引上げ、公売
処分に従事したとき

主 な 支 給 対 象 職 員

右記の業務に従事した職員

道路上等で、遺棄された犬、ねこ等の動物の死体、
危険物等の収集処理作業に従事したとき

1,000

400

3,000

290

300

300

日額

１件

99

賦課調査手当

滞納整理手当
右記の業務に従事した職員

炉内作業手当

用地交渉手当

斎場手当

96,387

行旅死亡人取扱手当

支給実績(平成１９年度決算)

収集処理手当

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した一般事務職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

1,080 円

１回

１回

730１回

１回 2,100

円

円

災害応急作業等手当
右記の業務に従事した職員 日額

福祉事務所現業員手当

防疫等作業手当

廃棄物収集処理手当

右記の業務に従事した職員

坑内作業手当 右記の業務に従事した職員

道路上作業手当

職員１人当たり平均支給年額(平成１９年度決算)

支給実績(平成１８年度決算)

職員１人当たり平均支給年額(平成１８年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成１９年度)

手当の種類(手当数)

手 当 の 名 称

支給職員１人当たり平均支給年額(平成１９年度決算)

滞納整理のため臨宅徴収業務に従事したとき

96

支給実績(平成１９年度決算)

(4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

左記職員に対する支給単価

12,116

40,119

31.0

22種類

千円

　円

　％

日額

１件

日額

200

日額

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（2時間未満）

正規の勤務時間以外に救急医療業務に従事したと
き

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するた
め、待機をしたとき

エックス線その他の放射線等を人体に照射する作業
に従事したとき

感染症に感染又は感染のおそれのある検体の病理
検査に従事したとき

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（深夜の全部）

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（4時間以上）

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
（2時間以上4時間未満）

炉内・ピット内で清掃業務に従事したとき

生活保護等の現業業務に従事したとき

行旅死亡人の収容作業に従事したとき

感染症発生現場で事故処理又は消毒作業に従事し
たとき

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発
生のおそれのある現場で応急作業若しくは応急作業
のための災害状況の調査に従事したとき

右記の業務に従事した福祉事務所の査察指導員及
び現業員

(5) 時間外勤務手当

99,116

5



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円 円／ 円

( 円 )

円 円／ 円

( 円 )

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 (算定方式) (１期の手当額) (支給時期)

円

円

361,195 円

・副部長・課長職 6,000 ― ― 2,120 千円 62,353 円

― ― 75,851 千円管 理 職 手 当
・副部長相当職 58,200

・課長相当職 54,000

・副課長相当職 37,700

133,429 円

距離区分及
び手当額の
相違

55,603 千円 66,431 円

支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額

(平成１９年度決算)

同 じ

65,831 千円 161,747 円

―

国 の 制 度
と の 異 同

国の制度と
異なる内容

22,416

内 容 及 び 支 給 単 価手 当 名

住 居 手 当

・配偶者 13,000

・一般の扶養親族 6,500

2,500

限度額

扶 養 手 当

27,000

・交通用具利用(片道2㎞以上のみ)

・借家(家賃12,000円を超える場合
のみ)

・交通機関利用(6か月定期券等によ
る運賃相当額)

（配偶者がいない場合は1人目
11,000円。16歳から22歳までの子は
1人につき5,000円加算。）

通 勤 手 当

限度額 24,500

4,000

・部長相当職

・持家(新築･購入から5年間のみ)

75,200

679,000

3.35

241,300507,000

(平成１９年度支給割合)

9,300,000 任期ごと

同 じ

(6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

305,000

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

4,200

勤務1時間当りの支給額×135／
100

・部長職 8,000

・副課長職

412,500

551,000

任期ごと

271,420

3,809

休 日 勤 務 手 当 同 じ

宿 日 直 手 当 勤務１回 25,736

千円

千円

市 長

925,000

副 市 長

同 じ

(参考)類似団体における最高／最低額

―

支 給 実 績
(平成１９年度決算)

千円

異 な る

―

822,000

1,030,000

23,885

５　特別職の報酬等の状況(平成２０年４月１日現在)

―

15,540,000

740,000

議

員

報

酬
議 員 372,000

議 長

市 長

3.35

給料月額×在職月×２５／１００

区 分

期

末

手

当

489,000

給

料

議 員

(平成１９年度支給割合)

副 市 長

409,000

698,000

775,000

副 議 長

議 長

副 議 長

　給料及び報酬の(　)内は、減額措置を行う前の金額です。
　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期(４年＝４８月)  勤めた場合における退
職手当の見込額です。

市 長

備 考

給料月額×在職月×３５／１００

退

職

手

当

副 市 長

(注)１
２

475,000 216,600

給 料 月 額 等

6



(各年４月１日現在)

人

人)

人

人)

[ ] [ ] [ ] 人

36

10

48

453

22

2

84.67人口１万人当たり職員数　　　　　

35

11 企業誘致担当スタッフ充実による。

-1

1

0

113

6

2

＜参考＞

180.95人口１万人当たり職員数　　　　　

合併後の調整業務減による。

122.95

(類似団体の人口１万人当たり職員数 92.55

人口１万人当たり職員数　　　　　

調理員、用務員等の退職者不補充による。

120

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

236

へき地医療支援室設置に伴う業務増よる。

＜参考＞

1

-22

120 0

＜参考＞

(類似団体の人口１万人当たり職員数 68.65

-19

-2

保育所の統廃合による。

土木事業減少による。

事務処理の本庁集約による。

林業業務の総合支所集約による。

６　職員数の状況

-15

-3

-6

0

-5

-19255

-7

0

0

936

13

0

29

300

職 員 数　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

636658

45

85

164

52

13

20

22

158

53

438

78

計

公
営
企
業
等
会
計
部
門

教 育 部 門

消 防 部 門

小 計

下 水 道

病 院

水 道

そ の 他

合 計

　職員数は一般職に属する職員数です。
　[     ]内は、条例定数の合計です。

29

319

22

総 務

議 会 6

主 な 増 減 理 由

108

対 前 年
増 減 数平 成 19 年 平 成 20 年

土 木

民 生

税 務

労 働

農 林 水 産

衛 生

商 工

977

1,064

小 計

(注)１
２

1,064

医師、看護師等退職者不補充による。

-41

0

7



①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

(参考)行政改革推進計画における定員管理の数値目標(数・率)

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況(実績)の概要

(各年４月１日現在)

～

▲ 41 ▲ 113増 減 ▲ 72 ▲ 50

1増 減 1 0

987職 員 数 1,100 1,028 978 937

▲ 28 ▲ 19

300

▲ 32▲ 45

0

360職 員 数 392 347 319

職 員 数 119 120 120

( 参 考 )

～

59 歳 以 上

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

▲ 113

人

936

52 歳 60 歳

人

101

数 値 目 標

(84.1%)▲ 58

120

79 80

438

▲ 69

― 427

▲ 13

3 年 目

～

20 歳

～ ～

(2)年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

区 分

～
人 人人

20 歳 24 歳 28 歳

35 歳

～

32 歳

23 歳

0

▲ 15▲ 26

86

▲ 7

120

▲ 2

▲ 17増 減

職 員 数 93 91

職 員 数 496 470 453

42 115

1 年 目 2 年 目

739581

1,100 987

平成17年4月1日

20 年

人

純 減 数

終 期

人 人

平成17年4月1日

　　　　　　　　　区　　分

　　部　　門

平成22年4月1日

計 画 始 期

39 歳 43 歳

～
40 歳

人

27 歳 31 歳

計

36 歳

▲ 10.3

17 年 18 年 19 年

110人(10.0％)の純減

計 画 期 間

数 値 目 標
始 期

増 減

～

未 満

職 員 数

982

平成22年4月1日

職 員 数

職 員数

　計画期間は、平成１７年～平成２２年の５年間です。
　(　％)内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の累計
を示します。

一 般 行 政

教 育

消 防

計

公 営 企 業
等 会 計

増 減 ▲ 5

(注)１
２
３

純 減 率

81 138110

人 人

51 歳

人

55 歳47 歳

人

～

56 歳

～

44 歳 48 歳

1 (100.0%)

17 年 22 年

計

▲ 14 (107.7%)

▲ 92

▲ 163

―

―

―

―

(287.5%)

(144.2%)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20
歳

未
満

20
～

23

24
～

27

28
～

31

32
～

35

36
～

39

40
～

43

44
～

47

48
～

51

52
～

55

56
～

59

60
歳

以
上

構成比

５年前の構成比

%
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